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Ⅰ．はじめに
1．現行の病院経営管理指標
団塊の世代が続々と後期高齢者の仲間入りをする2025年の超高齢化社会へ
向けて，厚生労働省によって地域包括ケアシステム，地域医療構想1）などの
新しい医療提供体制の構築が進む現在，病院経営を巡る経営環境は大きく変
わろうとしている。したがって，各病院とも地域における自院の位置づけ（機
能），経営上の各種課題に対して，単に過去の経験に基づくのでなく，客観
的数値に基づいた合理的な経営上の意思決定を早急に下していくことが求め
られている。特に医療法人2）は資金調達手段を間接金融3）に頼ることが多く，
これからの事業の再編に伴い，外部のステークホルダーに対し，病院の経営
状況を説明し，資金ニーズを説得できる体制づくりが重要であり，その資料
の基礎となるベンチマークを必要としているといえよう。
しかも最近の病院の決算状況をみると，「一般病院の赤字割合は平成23年
度以降増加傾向にあり，平成26年度に至っては43．4％と直近5年間で最も赤
字割合が大きくなった。」（浅野俊［2015］）と悪化しており，効率的な経営
を行うことがますます重要になってきており，この種のデータの必要性が高
まっている。
しかし，各々の医療機関がいざ自分の病院のためのベンチマークとして経
営管理指標を利用して，「より効率的な経営」を行おうとした時には，実際
にはそれほど利用されているわけではない。
2．問題意識と目的
現在医療機関向けの経営管理指標はベンチマークとして多くの調査結果が
公表されており，それぞれ先行研究となっている。主なものだけでも厚生労
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働省医政局の「病院経営管理指標4）」（平成24年度を除く毎年），同じく保険
局の「医療経済実態調査5）」（隔年），独立行政法人福祉医療機構の「経営分
析参考指標6）」（毎年），全国公私病院連盟と日本病院会の「病院運営実態分
析調査7）」（毎年），日本医師会総合研究機構による「TKC医業経営指標に基
づく経営動態分析8）」（毎年）などがある。調査目的や対象となる医療機関は
異なるものの，病院の経営における財務指標や診療の機能を表す指標のベン
チマークとしての役割を果たすために作成され，世に提供されているといっ
てよい。
しかしながら，これらは厚労省の定める診療行為の公定価格である診療報
酬の影響の度合を測ることに注目している色彩が強く，その指標の項目も診
療報酬上の改定項目に連動しているものが多い。まず分類（詳しい内容の解
説はⅢの注を参照）からして，病院の機能別（一般病床，療養病床など），
看護師の配置数に基づいた入院基本料別（7対1，10対1などと称せられる），
DPC病院か否か（診療報酬の支払が出来高か，診断群分類別に包括払いか
どうか），病床規模別（20床以上100床単位で区分し，一般病床は通常大病院
ほど医療機能が高い）などである。そして分析，掲載される指標も，一般的
な財務指標の他に診療報酬に連動した臨床指標が多く，平均在院日数，一人
1日当たりの入院収益（入院単価）などである。先行研究の視点は厚労省の
政策が反映された診療報酬によるインセンティブづけで，ある診療機能を選
択したらその病院は平均的にはこのような臨床指標をとり，その財務指標は
このようになる，ということを示そうとしているのではないかと思われる。
臨床指標の場合は，それが選択した診療機能を反映した数値になるのは当
然と考えてもよいかもしれないが，事業の継続性を考えた場合の収支の点で
はどうであろうか。ある診療機能（病院としての戦略）を選び，その機能に
従った診療報酬を受け取ると，ベンチマークとなるような一定の収支の傾向
があるのであろうか。ここでいう経営戦略の選択としては，急性期や慢性期
という診療機能，病床の規模，診療科，入院基本料，DPCなど中長期にそ
の病院の診療機能を決定づけるものである。しかし「診療報酬上の誘導に従っ
て」その機能を選択したとしても，収支の実際は必ずしもその通りにはなっ
ていない。それは病床利用率，連携の取り方，患者数の違いなど，経営管理
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の良否の影響があるのではないだろうか。いくら的確な経営戦略を選択して
も，経営管理が適切にできなければ収支が伴わないこともあるだろうし，逆
にいくらよい経営管理をしても，選択した戦略がその地域の病院として適合
的ではなく，どうしても収支が悪いこともあるであろう。
本稿の目的は，このようにわが国の病院経営の管理指標の基軸として位置
づけられる，「中長期の経営戦略」と「経営管理」の2種類の側面に光をあ
て，その特色と問題点を探り，今後の中小医療機関の経営に役立ちうる新た
なより有用な指標を構築する手がかりを探ることにある。
これら2種類の指標とは，公定価格である診療報酬と結びつき，診療科や
病床規模等などの経営資源をどこに投入するかという「中長期の経営戦略」
と，日々のマネジメント能力である「経営管理」に関わるものである。これ
らは深く病院の経営収支に影響を与えている。しかしこれらの2種の管理指
標は，その性質や効果を見極めることなく混在して提示され，病院経営のベ
ンチマークとしては問題が生じているのである。
以下この稿では次章Ⅱでベースとなる病院経営の特殊性について述べたあ
と，Ⅲ．病院の分類と指標の有用性，Ⅳ．統計的分析を伴う指標，Ⅴ．サン
プルの問題では具体的に現状の経営管理指標の問題点を提示した。そして，
Ⅵ．診療科別収支の指標とⅦ．機能性以外の指標の試みにおいて，この2つ
の側面について分析し，この問題意識についての考察を展開した。
Ⅱ．病院経営の特殊性
「経営管理指標」といった場合，「上場企業の決算資料から財務分析を行
う」というケースが最も一般的であると思われるが，医療機関の経営は一般
企業と異なる特殊性があり，一般企業と同種の指標（木戸田［2016］）を使っ
て同じ尺度で評価することはできないという問題がある。例えば，病院の経
営管理を考えただけでも以下の様な特色がある。
1．価格：決算は公定価格である診療報酬制度に左右される面が大きく，し
かもそれが2年に1回政策を反映して改定されるので，変化が大きい。
2．運営基準：病院の機能に応じて施設基準や人員配置基準があり，これが
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診療報酬制度の点数の素なので，より人材を投入し，より高度な医療を
するほど点数は高いが，当然法令を順守するので，経済合理性に基づく
効率性追求一辺倒の経営はできない。
3．病床規制：収入のベースとなる全国の病床数は規制されており，拡大も
新規参入も実質上は不可能となっているので，成長の余地が少ない。
4．非営利性：医療機関の経営は非営利が原則9）で剰余金の配当は禁止10）さ
れている。医療は公益性が高く，利益をあげることは第一義的な目的で
はなく，地域住民のために安定した医療を継続的に提供することがまず
重視される。
5．技術者集団：従業員は業務独占の資格保有者である医療技術者11）が大半
であり，患者のための治療や診療の安全性を第一に考える教育を受けて
おり，組織へのロイヤルティーが低く，流動性が高い傾向にある。従っ
てリストラ，急激な人件費の削減は極めて難しい。
さらに，中長期の経営戦略をたてる上でも，以下のように外部環境の影響
を大きくうける業種であるので，同じ病院の経営といっても，年代により，
地域により異なる経営環境になっている。
1．医療政策の動向：医療法，医療保険制度などは定期的に改正され，しか
も2年ごとに公定価格である診療報酬制度の改定があるので，行政主導
による経営環境の変化の動きは早い。
2．地域の医療機関と患者の受療動向：その地区の高齢化率，疾病構造，さ
らに競合先や連携先の数など，地域における病院のポジションは経営に
大きな影響を与える。
3．地域の医療技術者の労働市場：医療や介護の専門職は人手不足で，長ら
く売り手市場が続いており，地域によっては雇用環境が大変厳しく，か
つ，高い流動性を伴うことが普通である。
経営指標を考える上で基本的な注意点として，医療機関の経営は利益を獲
得して配当をすることを最優先することなく，診療機能の質を高めて，継続
的に地域医療に貢献することを第一とするので，一般企業と異なり1円でも
利益を多く確保する行動をとらない点がある。財務的な経営目標を「赤字に
ならない程度の決算をめざす」あるいは「黒字を確保する」「返済資金の
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キャッシュフローを確保できればよい」程度にする所が多いので，指標とし
ての数値に特色が明瞭に反映されにくい，という基本的な問題を（とりわけ
公的な病院では）おさえておく必要がある。
Ⅲ．病院の分類と指標の有用性
1．病院の分類
一口に病院といってもそれはさまざまなタイプに分類することができ，実
際にそれぞれの分類ごとに大きく異なる特色をもっている。
例えば最もデータ量や分類の多い，「病院経営管理指標」を例にとると，
分類は病院の開設者別（医療法人，国公立，社会福祉法人など），病院の機
能の種類別（一般病院，療養型病院12），両方が混在するケアミックス病院，
精神科病院など），病床の規模別，医薬分業適用か否か，最近大規模な設備
投資をしたのかどうか，がある。そして，一般病棟入院基本料別（病床の看
護師の配置基準が7対1，10対113）等），地域医療支援病院14）か否か，DPC15）
対象病院か否か，等がある。ただし病院の場合，診療科別に診療内容が大き
く異なるが，多数の診療科をもつケースが多く，データとしてここには診療
科別のものはあげていない。
また提供される指標は，金銭的な財務分析の指標だけではなく，「1日平
均入院患者数，同じく外来患者数，病床利用率，平均在院日数16），患者一人
1日当たり入院収益（入院単価）17）」などの診療の機能性の指標をも含む18）。
これは診療内容が医療の質を表すので病院事業の性格上，当然といえよう。
さてこの分類の中で，病院はまず自院がどの分類に属するのかを考え，あ
てはまる分類の中で，ベンチマークとなりそうな指標をみて比べることにな
る。
例えば，「医療法人による300床の地域医療支援病院である一般病院で，7
対1の病床看護基準をもつDPC対象病院。ただし近年設備投資をした。」
とした場合，それぞれの分類のカテゴリーは大変重要なのだが，公開されて
いるクロス分析は多くても3つまでなので，以上のすべてにあてはまるよう
なベンチマーク病院の対象をみつけることは大変難しい。
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2．単純な平均値による指標の有用性
このように利用者にとって分類毎にあてはまるものもあればあてはまらな
いものもあり，期待度は異なることになるが，何よりもそれらの指標がベン
チマークとして有用かどうかがポイントである。ここで典型的な例として，
まず平成22年度の厚生労働省の「病院経営管理指標」から収益性についての
例をあげてみたい。病院の経営目標は収益性だけではなく，「黒字を確保で
きればいいという程度」という意見も公的病院の経営者の中にはあるかもし
れないが，民間の医療機関として自立した継続的な経営を保証するものとし
ての収益性の確保は，経営者にとってはもちろん重要であると考えられるか
らである。
例えば，一般病床の医業利益率は医療法人でDPC対象病院及びDPC準
備病院（N＝128）の場合は3．5％であるが，DPC適用でない病院（N＝208）
は3．1％と示されており，指標の解説では，「要因として，医薬品費を含め材
料費比率がDPC対象・準備病院が高いものの，患者一人1日当たり入院収
益及び外来患者一人1日当たり外来収益等の単価が，DPC対象・準備病院
が高いこと，平均在院日数が短いこと，病床利用率が高く稼働状況も良好な
こと」を上げている。DPC制度の仕組みからいうともっともな理由づけで
あり，確かに平均在院日数，病床利用率，入院単価の平均の数値は，それぞ
れ18．72日（DPC対象）対33．31日（DPC無），病床利用率が79．7％（DPC
対象）対73．7％（DPC無），そして入院単価が50，847円（DPC対象）対36，512
円（DPC無）と一定の傾向を示しているようにみえる。
ただし，この分類のカテゴリーの散布図を例えば「病床利用率と医業利益
李」について両方みてみると，実は図表1のように雲の様にひろがり大変バ
ラつきが大きく，統計的な分析が欠けており，平均値一本で示しただけでは
とても傾向があるとはいえそうにない。そのあと平成23年度の病院経営管理
指標では，初めてカテゴリー毎の平均値の傾向について，図表2のように相
関係数が登場した。「開設者にかかわらず，病院種別に病床規模と医業利益
率の相関を見たところ，一般病院ではR＝0．20，ケアミックス病院ではR＝
0．10，療養型病院ではR＝0．26，精神科病院ではR＝0．12と，一般病院と療
養型病院においてゆるやかな相関があり，病床規模が大きい程，医業利益率
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図表1 DPC対象病院 VS DPC適用無 （医療法人）
図表2 病床規模別医業利益率
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が高い傾向がみられた。」と報告している。
ただしこの相関係数は低い数値であり，やはりこれまでの分類のカテゴ
リーによる単純平均の指標では，バラつきが大きいままで，多様な指標があっ
ても収益性の傾向を表すベンチマークとしては信頼性が低く，有用なものは
少ない，ということがいえよう。
Ⅳ．統計的分析を伴う指標
1．平成25年度の病院経営管理指標
この後平成24年度版は調査がなく欠落しているが，平成27年5月に公表さ
れた平成25年度病院経営管理指標では，医療法人による一般病院の機能別の
データ相互に相関係数を導入した統計的な分析が初めて加えられ，平成26年
度版にもそれが引き継がれている。
機能性を表す指標としては，入院患者一人1日当たり入院収益（以下，入
院単価），平均在院日数，看護配置基準（7対1，10対1など）等が取り上
げられた。入院単価と平均在院日数という連続性のある数値データには相関
分析（有意性の判定を含む）を行い，それぞれの機能の分類の中で一定の区
分別のグループ（入院単価であれば①3万円未満，②3万円以上～5万円未
満，③5万円以上～7万円未満，④7万円以上の段階別分類）の平均値を目
安として示した。看護配置基準などの定性的なデータについては一元配置分
散分析に相当するKruskal-Wallis（クラスカル－ウォリス）検定を用いて，
看護配置の各区分のグループ間の差に有意性があるかどうかの検定を行った
ので，従来の単純平均値だけに比べて情報の信頼性が上がった。
平成25年度版をみると，入院単価や平均在院日数による診療機能別の分類
は，診療機能を表す他の指標との相関係数は0．5前後と高いものが多い。一
般急性期病床にDPCが普及して以降，それらが医業収益と密接に結びつい
ているので目標値として意識されていることを反映しているからと思われる。
すなわち図表3に示すように，入院単価が高いほど，平均在院日数が短く（逆
相関），医師や職員一人当たり入院患者数も少ない。これらは急性期病院と
しての機能の特色を如実に表しており，入院単価が高いほど特色のある高度
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な医療を実施していると考えられ，設備投資を反映して一床当たりの固定資
産額も高く，二次医療圏外からの在院患者割合も高く，広域から患者を集め
ていることを示すことになろう。
一方でその入院単価や平均在院日数と収益性など財務系の指標との相関は
低い。材料費率，人件費率，職員一人当たり人件費などの費用関係について
は0．2前後のごく弱い相関係数である。収益性を示す経常利益率に至っては，
相関係数の記述なし＝相関していない，である。ただし補正指標としての償
却前経常利益率は入院単価別のグループ毎の平均値は先の入院単価の低い区
分から①2．9％，②7．0％，③5．9％，④9．1％となり，すでに③5万円以上～
7万円のグループで他とは逆転現象が起こっているものの相関係数は r＝
0．145，p値は p＝0．035という結果で，収益性についてはごく弱い相関性が
あるという結論を得ている。すなわち実際のデータにはバラつきがかなり認
められる中での相関を示すのである。
さらに定性的な区分についてKruskal-Wallis（クラスカル－ウォリス）検
定を行った看護配置基準別の場合は，定量的な相関はあてはまらないが，p
図表3 病院経営管理指標 入院単価別の比較
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値から看護配置区分に収益性（経常利益率，償却前経常利益率）の点での傾
向は伺える。そこでは10対1看護基準の場合が最も収益性がよくなっており，
あくまで平均値であるが入院単価でいうと41，455円で，先の分類の②であり，
入院単価別の収益性と整合がとれ，一定の目安を示すといえる。
2．平成26年度の病院経営管理指標
平成26年度の病院経営管理指標についても，同様の分析がなされ，機能性
指標相互の相関は高いので，一般病院全体が厚労省の進める機能分化に向
かって進んでいることを示すといえよう。一方で収益性指標については，平
成25年度の調査とは様変わりしている。
すなわち，入院単価別に平成25年度と同じように収益性の相関を分析した
結果，経常利益率では0．150の非常に弱い相関係数が得られているが，p値
の記載はなく，償却前経常利益率は相関経数の記述がない＝相関性なしであ
る。しかも，率は入院単価の低い順に①2．9％②5．9％③5．4％④7．0％であり，
平成25年度よりも平均値として②と④で2％程度下がっている。
看護配置別のKruskal-Wallis（クラスカル－ウォリス）検定に至っては，
収益を示す経常利益率や償却前利益率には p値の記載がない＝区分に有意
性はない，という結果となっている。機能別の法則性が希薄となり，平成26
年度改定の影響で，全体に収益性が下がり，個々の医療法人のバラつきが一
層広がったことが伺える。そしてそのバラつきの動きがこうした機能別の分
類だけでは傾向としてはとらえることが難しいことを示している。
Ⅴ．サンプルの問題
1．サンプルの継続性
こうして近年病院経営管理指標では統計的な分析を示しているが，収益性
についての相関性は現行の分類では出にくく，相関性が認められても極めて
低い値である。
また，この経営管理指標の問題は，毎回アンケート調査であるがゆえにや
むを得ないが，その時々の回答者の属性に左右されて結果が安定せず，ベン
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チマーク指標としての長期的な傾向を見るには変動が大きく，適切といえな
いことである。
たとえば図表4にみられるように，5年間（欠落している平成24年度を除
く平成21年～26年）の経常利益率の推移を医療法人についてみた場合，病院
の4つの機能別タイプ（ここでは一般病院，療養型病院，ケアミックス病院，
精神科病院）で奇妙な傾向がわかる。
すなわち平成26年度の収支については，一般病院を除く療養型病院，ケア
ミックス病院，精神科病院は全体的に25年度に比べて横ばいまたは改善して
いることがわかる。しかし，それはその年の回答者の平均値であり，5年間
継続して回答があった病院の平均値からみると，平成26年度ははっきりと経
常利益率としては悪化している。ただし逆に継続して回答している病院は20
件程度と少なくなっており，極端な値があると影響がでる可能性がある。
この点は実施した厚労省側も把握しており，「集計対象件数が少ない年度
や指標は，各年度の結果が大きく変動すること」「各年度によって，調査票
の回答病院数が異なる為，集計対象件数が相違すること」と利用する上での
図表4 5年間の推移 医療法人の経常利益率
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注意点を指摘している。
医療法人の場合のアンケート調査への回答率は平成25年度で13．6％（775
件），平成26年度で11．8％（679件）であり，いずれも15％未満の回収率とい
うことで，全体像を示しているかどうかは判断が難しい。
2．医療法人にとってのベンチマーク
この点独立行政法人福祉医療機構の経営分析参考資料は，対象が「貸出先」
に限定され，審査を通過し，なおかつ積極的な投資を行う医療機関であるが
ために，この点のバイアスがかかってはいるが，その対象は連続性があるの
で長期的な傾向をみるのに適している。しかし公開されている概要版によれ
ば，分類ごとにデータの平均値一本を載せているに過ぎないし，統計的なデー
タの検討はない。
その実態はたとえば平成25年度と26年度でいえば，サンプル数は822件と
811件で，それぞれの平均病床数は186．8床と186．6床なので，やや大きめの
中小病院ということになるが，平均在院日数は20．2日と19．6日で，入院単価
は45，319円と46，284円なので7対1病床と10対1病床のミックスの平均値と
なり，病院経営者としては参考とすることは難しい。
同様に，一般社団法人全国公私病院連盟が一般社団法人日本病院会と協力
して例年6月に実施している病院運営実態分析調査の対象は，両団体に加入
している病院で，毎年集計数は若干異なるものの，平成26年度でいえば加盟
3，131の病院数のうちの925件であり，例年約3分の1で安定している。ただ
しこの分析も同様に，機能別の平均値が一本のみ分析され，統計的な検討は
ない。また自治体病院が486件あり，私的病院（医療法人等）は181件にすぎ
ないので，民間病院の動向を示すものとしてはサンプル数が少なすぎるとい
えるであろう。
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Ⅵ．診療科別収支の指標
1．平成24年度の厚労省の診療科別収支調査
病院は診療科によって入院単価が大きくことなり，事業特性もことなるの
で，本来診療科別の収支をみるべきであるし，病院側もそのような事業計画
を策定しているはずなので，次はこの点の研究をした例をとりあげてみたい。
これについては，厚労省の「平成24年度医療機関の部門別収支に関する調
査19）」がある。これは元々が「病院の診療科別経営実態を捉えるため，診療
科別収支計算方法を開発することとし，開発された診療科別収支計算方法を
活用し，診療科別経営状態の把握を行うことにより，診療報酬改定に当たっ
ての政策立案に資する基礎資料を整備するもの」で，平成15年より開発され
てきた階梯式原価計算の手法によって病院の原価計算を行った試みの中で示
されている。
この稿では診療科としてレセプトで使用されている39の診療科を14の診療
科群にまとめた診療科群別の収支の特色について，統計的な分析はないもの
の「一人1日当たりの医業収益・医業費用 外来・入院別」の散布図とそれ
に対応した「入院及び外来計の収益率」の度数分布の図に基づいて，図表5
～10のように結論としてはっきりとした傾向が表れた6つの診療科群につい
てとりあげてみたい。
特に入院部門に注目してみると，内科群（N＝189件）は病院によるバラ
つきが少なく，一人1日当たりの医業収益＝入院単価の大きい所から小さい
所までほぼ医業収益・医業費用が同じとなる45度線付近に点がかたまってお
り，収益率の度数分布も－10％～0％未満及び0～10％未満の階級にほぼ収
斂している。
これに対して外科群（N＝176件）は一人1日当たりの医業収益が4万円
以上に大きくなると，医業収益・医業費用の45度線よりも点が左上にある，
すなわち医業収益の方が大きくて全体の収支がプラスになる割合が高いとい
う傾向にある。そして外科群の収支率の階級では，0～10％未満を中心に，
10～20％未満も加えた2つの階級にほぼ黒字でかたまっている。これは手術
などの多い単価の高い急性期医療が，収支の上では有利であることを示して
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図表5 患者一人1日当たり医業収益・医業費用分布（診療科群別）1
図表6 収支率の分布（診療科群別）1
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図表7 患者一人1日当たり医業収益・医業費用分布（診療科群別）2
図表8 収支率の分布（診療科群別）2
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図表9 患者一人1日当たり医業収益・医業費用分布（診療科群別）3
図表10 収支率の分布（診療科群別）3
佐賀大学経済論集 第49巻第4号
―248―
いるといえよう。
小児科群（N＝120）と整形外科群（N＝165）は医業収益と医業費用が均
衡する45度線からは大きく離れている散布図上の点が多く，入院及び外来計
の収益率も－30％から＋30％まで幅広く広がっている。これはこの診療科目
群では病院によって収支のバラつきが大きく異なることを示しており，診療
群という機能別の分類だけでは収支の説明がつきにくいことを示している。
眼科群（N＝117）と皮膚科群（N＝105）については，散布図上で入院医
療の収支をみると極めて対照的であり，眼科群は入院単価の高い点が多く，
かつ45度線の左上がほとんど＝ほぼすべてが黒字であるのに対し，皮膚科は
単価が低い点が多く，かつ45度線より右下ばかり＝ほぼすべてが赤字となっ
ている。ただし，眼科の場合，この医業収益と医業費用の関係は短期の手術
が中心と思われる入院についてであり，外来も加えた収益率は結局－30％か
ら＋30％まで幅広く散らばっている。病院の場合でも数の上で圧倒的に多い
外来の収支が全体の収益性を悪くしていると考えられる。一方で皮膚科は結
局いずれにしろ－30％以下の収益率の所が多いという傾向が示されており，
病院の収支として皮膚科の現状は，どのように経営しても部門としては赤字
にならざるをえないということがわかる。
2．診療科別の収支の考察
この診療科別の収支の分析でわかることは，診療科によっては公定価格で
ある「診療報酬が要因の全て」としかいえないような特色が示されている，
という事である。それはすなわち病院によっては診療科の構成具合によって
収益性が決定されるといえる場合があるということであり，どのような診療
科の経営戦略を取るかが重要となってくる。
たとえば皮膚科群のように個々の病院の経営努力ではなかなか部門を黒字
にすることはできない診療科がある一方で，外科群のように，（手術などで）
より高い単価となる医療を行えば黒字になりやすい診療科もあるというわけ
である。さらに小児科や整形外科のように赤字にも黒字にも大きくばらつき，
個々の病院ごとの経営管理に大きく依存している診療科もあり，そして内科
群のようにおしなべて収益率が安定している診療科もあるのである。内科は
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呼吸器内科，循環器内科，消化器内科など診療内容が幅広いものの，内科群
では診療内容が比較的標準化していて，費用の把握が適切にされており，そ
れにあわせて診療報酬が支払われている，といえよう。またバランスの構成
は異なるが，眼科群のように，入院部門の極端な黒字（白内障等の短期の手
術の影響と思われる）と外来部門の極端な赤字で，結果的に診療科としての
収支が平準化するように診療報酬の配分がされていると考えられる診療科も
ある。
なおこの結果は1年前の平成23年度調査も同様の傾向を示し，この間に平
成24年度の診療報酬の改定があったものの，傾向は変わらなかった。ただし
この指標は，平成24年度まで5年間にわたり特別に調査されたものであり，
毎年発表して一般病院の参考に資するものではない。事実この調査プロジェ
クトは，次に述べるようなサンプルバイアスの問題に行き詰まり，停止した
ままで今日に至っている。
まずこの結果を構成するサンプルは公的病院に偏っている面があり，収益
をあげることに大きな経営目標をおいているとはいえない所が多いことにな
り，医療法人とっての参考度は限定的である。
またこの調査のサンプルについては全国の3，570病院に協力を依頼したう
ち，応諾回答病院が455件で全体の12．7％だったが，そのうち回答として有
効なものは，結局216病院であり全体の6．1％となっている。その内訳は開設
者別には国公立が77件，医療法人が71件，その他＝公的（日赤，済生会，厚
生連など），社会保険関連法人（全国社会保険協会連合会，健康保険組合及
びその連合会，共済組合及びその連合会など），それ以外（公益法人，社会
福祉法人，医療生協など）の小計68件となっており，国公立や公的な所が67％
をしめている。これはやはりこの種の調査では管理会計が整備されている所
でないと回答しづらく，結局は国公立や公的な病院で電算化が進んでいる
DPC制度の対象病院で，規模の大きな所にならざるを得ないのが原因と思
われる。実際の内訳はDPC対象及び準備病院が169病院（1，712病院に依頼）
それ以外が47病院（1，858病院に依頼）であり，規模別には200床未満の中小
病院が88病院（2084病院に依頼）で全体の40％，200以上500床未満が99病院
（1，124病院に依頼），500床以上が37病院（362病院に依頼）となっている。
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医療法人では，病院全体の収支はわかるが，その先の部門別の原価計算が
遅れており，診療科別の収支を把握している所20）は極めて少ないのである。
Ⅶ．機能性以外の指標の試み
1．病院の診療実態による類型化
これまで検討してきた指標は，その類型化の種類が厚労省の定める施設基
準や診療科，診療機能といった診療報酬制度に準拠していた。その結果売上
（医業収益）は機能性についての指標の特色と一致するものの，収支の点で
の特色を把握するには不十分，あるいは限定的であった。つまり経営戦略の
影響と経営管理の影響が混在していたといってよい。
この点，新しい類型化のパターンの分析を試みたのが，河口［2008］であ
る。これは2002年に全国の病院の収益性と機能性のデータを「病院経営管理
指標」と同じように改めてアンケート調査により1，277病院から集め，そも
そも何が病院経営を特徴づけるのかを主成分分析から導きたしたものである。
そして経営者の経営努力で短期間には変えられない「規模・範囲（病床数，
従業者，診療科目の多寡等：筆者註）」「地域特性・環境（該当地域が過剰病
床か否か等：筆者註）」という，施設基準とは異なる基準を手掛かりにクラ
スター分析を行い，5つのクラスターを抽出して病院を類型化した。その結
果，郡部で人口が少なく病院数も少ない地域の小病院（平均病床76．4床）や
都市の大規模病院といった5つの類型をデータから数値で導き出した。この
分類をすることで，経営戦略がある程度一致する病院クラスターをそろえる
ことができ，クラスター毎に収支の分析をすることで，もう一つの軸である
経営管理軸の影響だけをみることができるといえよう。
この研究ではクラスター毎に単年の収益性を目的変数として行ったロジス
ティック回帰分析の結果は，「人件費の引き下げが，最も影響度が大きい」「最
も影響度が大きいのは，材料費率を低下させること」など，経営管理として
は一般的な要因が抽出されている。
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2．経営管理能力との相関
さらに最近では，開設者別にではあるが公的病院の公開データを元にして，
病床規模や看護基準などの機能性以外にも，収益性と密接な関係にある要因
を導き出そうとしている分析がいくつか登場しており，結局は経営戦略面で
同じようなグループを取り出して分析することにより，経営管理面での影響
に着目する分析を行っているといえよう。
例えば羽田［2015］では，91件の日本赤十字病院の2004年～2008年の5年
間のデータを元に，修正医業利益率（EBITDAマージン）を目的変数とし，
外部環境要因と内部経営資源要因（組織能力要因）を比較しながら独立の説
明変数として用いている。その結果，「外部環境要因として，県別10万人当
たりの医師数と病院数（負に相関）」，「内部経営資源の影響度として有意な
要因として，実働病床規模，流動比率，現預金有価証券残高，100床当たり
医師数」「組織能力の影響度要因として病床利用率，平均在院日数，人件費
率，材料費率」が相関すると結論を得ている。そして内部の組織能力などに
関連した経営管理の方が，外部の環境要因よりも収益性に与える影響が大き
いと結論づけている。全国の赤十字病院をサンプルとして取り上げた場合，
平均病床数が396床であり，地域の基幹病院をとなっている中規模，大規模
の病院である場合が多く，その機能には一定の均一性がある。また各病院は
独立採算制なので「経営成績向上の意識が高い」といわれており，そこに経
営管理面での優劣こそに収益性の違いに表れてくる土台があると考えられる。
同様の分析は，鳥邊［2012］，西野［2012］，平岡［2012］らによって全国
の厚生連の病院グループ，済生会の病院グループ，国立病院機構の病院グルー
プにおいても報告されている。これらはそれぞれ地域における診療機能に一
定の共通性のある，中規模以上の病院をもつ独立採算で全国的なつながりの
あるグループであり，経営戦略面では共通といえ，熱心に経営管理能力の向
上に努めている実態があり，経営管理の指標が収益性と結びついている点は
うなずけるのである。
3．医療経営の収益性を決定づける2つの側面
これらの研究からわかることは，病院経営の収益性はそもそも診療報酬の
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改定動向に大きく影響され，戦略的に選択した診療科や施設基準，診療の機
能も，診療報酬制度によって定められた公定価格によってプラスにもマイナ
スにも一定の制約を受ける。しかし現実の医療機関の収支はバラつきが大き
く，診療報酬制度や診療機能だけでは説明できないし，それが病院経営管理
指標があまり用いられない弱点でもある。そしてある程度それらが均一と
なっている病院グループの場合は，投入した人材や設備資源からいかに効率
よく成果をあげられるか，という経営管理（マネジメント）能力があるかな
いかによって収益性が決定づけられるわけである。
大規模な病院グループのデータの場合，そうしたグループ内で経営管理が
進んでいるので，傾向がでやすいともいえ，荒井他［2014］にも，経営管理
が進んでいることの証左として，管理会計の実践度が高い医療法人ほど，医
業利益率が高いという報告がある。
これらをまとめると，医療機関の経営において収益性を決定づける要因と
しては2つの側面からみる必要がある。ひとつは中長期の経営戦略ともいえ
るもので，地域ニーズをとらえた病院の診療機能の選択であり，診療科，病
床規模，診療機能等どこにどのように資源を投入するか，ということで外部
要因ということができる。これは診療報酬と密接に結び付いており，その選
択によりある程度診療報酬制度に従って収益性が決定される。これに対して，
内部要因ともいえるのが，投下された資源を組織マネジメントによってどの
ように効率的に活用するのか，という側面であり，財務管理，組織管理といっ
た個々の経営管理能力によって収益性が左右されるものである。この関係は
たとえば図表11のようにイメージとしてあらわされる。
横軸の中長期の経営戦略はたとえば診療科があてはまる。多くの外科群は
先にみたように戦略的に収益性を保ちやすく有利といえ，さらに縦軸のいう
すぐれた経営管理をおこなえれば，右上の良好な収益性を示すといえる。反
対に皮膚科群の場合は診療報酬の影響としては収益性が低い場合が多く，経
営戦略としては収益性に関しては左側の不利の分類となる。収益性を保つに
は，なんとか経営管理面でやりくりするしかない，ということがいえるので
ある。
これまでの経営管理指標は診療報酬を切り口とした外部要因といえる横軸
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の指標が多く，それだけではバラつきが大きく，ベンチマークとして有用度
は低かった。バラつきの原因として内部要因の影響が大きいのであるが，そ
れを分けて分析して指標として提示することが少なかったのである。
4．経営管理能力を測る指標
それでは縦軸ともいえる経営管理（内部要因）を示す具体的な指標はどの
ようなものであろうか。従来の指標でいえば，平均在院日数や病床稼働率な
どのベッドコントロールの指標があげられるといえるが，それらの管理に優
れているということは結局，「生産性の高い組織管理ができている」という
ような人的資源管理の指標が中心となるのではないだろうか。
この点について橋本［2014］は，122病院の職員満足度調査から医業利益
率の高い（5％以上）病院群とそうでない病院群とでは，「良きリーダーの
存在」「帰属意識の高い職員」「方針や価値観の共有」「事の達成感」「医療の
質の向上」という5つの点で有意な差が認められたと報告している。リーダー
の下に組織としての力が発揮されているかどうかを表す指標である。
図表11 病院経営：収益性に影響する2つの側面
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また，筆者も医療生協法人の職員満足度調査から「設備や施設などの職場
環境に満足している」「今の仕事は自分の能力を発揮できる」「今の給料は自
分の能力や仕事内容に合っている」「今の仕事はやりがいがあり，満足して
いる」といった評点が高い組織は収益性が高く，他に看護師の離職率が低い
ことも相関していると（白木［2015］）分析した。人的資源管理がうまくゆ
き，強い組織が高い収益を支えていることが伺える結果である。
これらは，図表11で示した2つの側面における縦軸の例であるが，横軸の
経営戦略の影響をどれだけ排除しているのかは示されておらず，両軸の影響
が混在しているとも考えられる。そこで例えば内科系でしかも医療法人によ
る中小病院に絞って分析した場合は，診療科別の収益性の分析で示されたよ
うに，診療科による診療報酬上の有利・不利の影響は少なく，不採算事業を
あえて抱えている可能性は少ないと考えられるので，経営管理の影響のみを
取り出して分析することができるのではと考えられる。この面の研究は今後
の課題である。
Ⅷ．まとめにかえて
現在の病院管理指標は診療報酬制度に沿って，その影響を測定するという
目的が大きく，診療機能のベンチマークとしての臨床指標が中心であり，「ど
のような経営をすればよいのか」を示す経営管理指標を提供しているとは言
い難い。端的にいえば，選択した「経営戦略」としての「ある診療機能」を
持った場合「診療報酬制度の誘導に従うとこのような臨床指標となる」とい
うことを示しているに過ぎない。経営の継続性の観点からの収益性を示す財
務指標の比重が大きいとはいえず，提示の仕方は簡略であり「平均をとると
このような財務指標になるところが多い」ということをバラつきも大きく信
頼性が低いことを承知の上で示しているに過ぎない。アンケート調査が中心
であるという技術的な制約ももちろんあるが，これでは診療についてはよく
ても，経営管理の一面を捉えているにすぎず，経営管理指標としての確かな
ベンチマークを示しているとは言い難い。
なるほど医療機関の収支には診療報酬制度の影響が大きいとしても，実際
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の経営はそれだけではない。個々の医療機関ごとに見合った「優れた強い組
織」を作り，経営資源としてのヒト・モノ・カネ等の観点から良いサイクル
を回していけるかどうか，という経営管理の良しあしにもかかっているので
ある。医療機関の経営を見る場合はこのように「経営戦略」と「経営管理」
の両面でみていく必要がある。現在の指標はそれが混在して提供されている
のである。
公的な資金に大きく依存している我が国の診療報酬制度の下では，今後ま
すますしっかりとした経営管理，特に組織管理なくしては経営の継続性を保
てなくなるといえよう。すなわちマネジメントサイドがいかに職員のモチ
ベーションを高め，組織の生産性をあげられるのか，という能力が問われて
いるのである。厚生労働省もマイナス面を減らすという意味で「雇用の質の
改善プロジェクト21）」をたちあげて，この面での実践研究を進めている。今
後益々この面での研究が待たれる。
注
1）地域包括ケアシステムとは厚生労働省によると，「団塊の世代が75歳以上となる2025
年を目途に，重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の
最後まで続けることができるよう，住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提
供する」仕組みのことである。同じく地域医療構想とは，「2025年に到来する超高齢社
会に耐えうる医療提供体制構築に向け，医療需要を推計し，地域の実状にあった医療提
供体制構築を目指す」もので，全国の病院の病床構成を今後の需要に応じて再設計しよ
うとするものである。
2）平成27年11月18日公表の厚生労働省の平成26年度医療施設調査によると，平成26年10
月1日現在で全国の病院は8，493施設あり，そのうち開設者が医療法人であるものは，
5，721施設で全体の67．4％をしめる。一方個人は289施設で3．4％を占めている。
3）平成18年4月の制度改革により，新設の医療法人の出資金は出資者のもとへもどらな
くなった（解散時の残余財産の帰属先は国，地方公共団体，公的医療機関の開設者，財
団または持ち分の定めのない社団の医療法人の中から選ぶ）ので，事実上，外部からの
資金調達方法は金融機関からの借り入れがほとんどである。注10の非営利性の項も参照。
4）病院経営管理指標は「医療機関が，健全，かつ，安定した経営を維持していくうえで，
経営上の問題点の改善はもとより，中長期的な展望に立った経営方針や経営戦略を策定
することが必要とされている。そのため，病院の機能や規模，地域性に密着した経営状
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況の実態を係数的に把握し，病院の健全な運営に資するための一つの参考資料とするこ
とを目的とするものである。」とある。直近の資料は株式会社明治安田生活福祉研究所
（調査受託）「平成25年度病院経営管理指標」，厚生労働省医政局，平成27年3月であり，
有効回答を得た病院数は，1，349件で，このうち医療法人は775件である。
5）この調査は診療報酬の改定にあわせて2年に1回行われており，「医業経営などの実
態を明らかにし，社会保険診療報酬に関する基礎資料を整備することを目的」としてい
る。直近では中央社会保険医療協議会「第19回医療経済実態調査（医療機関等調査）報
告」，厚生労働省保険局，2015年11月がある。病院の有効回答施設数は1，429件。
6）独立行政法人福祉医療機構（通称WAM）の経営サポート事業の一環として毎年発刊
されている，経営分析参考指標。医療，介護，福祉分野の民間の貸出先の決算書データ
をもとに作成している。「機能性」「費用の適正性」「生産性」「安定性」「収益性」の視
点で分析しているのが特徴である。平成26年度は811施設の病院のデータを分析。この
うち医療法人は471件である。
7）一般社団法人全国公私病院連盟が一般社団法人日本病院会と協力して毎年6月分を，
会員の病院を対象に実施している共同調査。「病院運営の実態を把握して病院の運営管
理改善の資料とするとともに，診療報酬体系改善のための資料を得ることを目的」とし
ている。平成26年度版では，集計対象となった病院数は925件だが，自治体病院が486件
あり，私的病院（医療法人等）は181件にすぎない。
8）日本医師会が平成15年度以降行っている分析で，『TKC医業経営指標（M-BAST）』
に基づいている。これは「会員数1万名超の税理士，公認会計士のネットワーク」であ
るTKC全国会が「株式会社TKCの開発した会計システムを利用して集積した関与先
医療機関の決算データを集計・編纂されたものである（原則として未公開）。」集計数は
病院では医療法人で813件，個人経営で13件である。
9）医療法第7条第6項「営利を目的として，病院，診療所又は助産所を開設しようとす
る者に対しては，第四項の規定にかかわらず，第一項の許可を与えないことができる。
10）非営利性の徹底として，平成16年11月19日に公表された「公益法人制度改革に関する
有識者会議報告書」では，社団形態の非営利法人の社員における権利・義務の内容につ
いて，ア）出資義務を負わない，イ）利益（剰余金）分配請求権を有しない，ウ）残余
財産分配請求権を有しない，エ）法人財産に対する持分を有しないこととし，営利法人
との区別を明確にしている。 そして平成18年12月公布の第五次医療法改正で，医療法
人の解散時の残余財産の帰属先が制限され（医療法第44条第5項），解散時の残余財産
の帰属先は「国，地方公共団体，公的医療機関の開設者，財団または持ち分の定めのな
い社団の医療法人」の中から選ぶことになった。このため出資金での資金調達は極めて
難しくなった。
11）医療法第1条の2に「医療は，生命の尊重と個人の尊厳の保持を旨とし，医師，歯科
医師，薬剤師，看護師その他の医療の担い手と医療を受ける者との信頼関係に基づき，
及び医療を受ける者の心身の状況に応じて行われるとともに，その内容は，単に治療の
みならず，疾病の予防のための措置及びリハビリテーションを含む良質かつ適切なもの
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でなければならない。」とある。
12）医療法第7条の2によって規定されている病床区分のうち，療養病床とは「主として
長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるためのもの」であり慢性期病床ともよ
ばれる。一般病床は主として急性期病床と呼ばれ，短期（通常1か月以内）的に手術や
全身管理などが必要な状況で，濃厚な治療と看護が必要とされる患者を入院させている。
療養病床は，急性期を過ぎて病状は比較的安定しているものの，まだ治療・加療が必要
な状態で，入院期間は1か月以上で長期に及び，半年や1年以上の患者も入院している。
医師や看護師の配置基準も治療に応じて異なり，設備も，一般病院は病気の発見や診断，
治療のための高度な医療機器をそろえているが，療養型病院には基本的に療養に必要な
医療機器が中心で，そのかわり病室や談話室が広く，長期の療養生活に適した設計になっ
ている。
13）例えば7対1入院基本料の施設基準は「1．当該病棟において，1日に看護を行う看
護職員の数は，常時，当該病棟の入院患者の数が7又はその端数を増すごとに1以上で
あること。（中略）2．当該病棟において，看護職員の最小必要数の七割以上が看護師
であること。3．当該病棟の入院患者の平均在院日数が18日以内であること。4．看護
必要度の基準を満たす患者を1割5分以上入院させる病棟であること。5．常勤の医師
の員数が，当該病棟の入院患者数に100分の10を乗じて得た数以上であること。」とあり，
1日当たり最も高い点数が割り当てられている。
14）地域医療支援病院とは厚生労働省により「医療施設機能の体系化の一環として，患者
に身近な地域で医療が提供されることが望ましいという観点から，紹介患者に対する医
療提供，医療機器等の共同利用の実施等を通じて，第一線の地域医療を担う，かかりつ
け医，かかりつけ歯科医等を支援する能力を備え，地域医療の確保を図る病院として相
応しい構造設備等を有するものについて，都道府県知事が個別に承認している」病院の
ことで，平成24年1月1日現在，全国で386病院ある。紹介率に最低基準があり，出来
高制の場合は，地域医療支援病院入院診療加算が入院の初日に1，000点加算，DPC対象
病院の場合は，機能評価係数Ⅰとして，0．0327が入院日数分加算される。
15）DPC制度とはDPC（Diagnosis Procedure Combination；診断群分類）に基づいて評
価される入院1日当りの定額支払い制度で正式名称はDPC/PDPS（Diagnosis Procedure
Combination / Per-Diem Payment System）である。
16）平均在院日数は一人の入院患者が平均的に何日入院しているかを示す数値であり，在
院患者延数÷{（新入院患者数＋退院患者数）×1／2｝で計算される。
17）患者一人1日当り入院収益を入院単価と呼ぶことも多く，（入院診療収益＋室料差額
等収益）÷（在院患者延数＋退院患者数）で計算される。
18）この点について，厚労省の「平成23年度病院経営管理指標」12‐13頁によると，「一般
産業における経営評価は原則として損益基準によって判断する。」「評価の視点は収益性，
安全性，成長性の3点だが，一般産業にあっては持続的規模の拡大，持続的株価上昇が
要請されるので，特に成長性，収益性が重視される。」「これに対して病院は，二つの異
なる基準で評価されねばならない。」「第一は一般産業同様，損益基準での評価。第二は
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機能の発揮度による評価。」「病院の場合は，医療サービス提供の安定継続が主眼であっ
て，必ずしも規模の持続的拡大が目的ではないので，他産業ほどには成長性は重視され
ない。」「第二の機能の発揮度とは，いわゆる機能性に関する評価である。これは一面で
医療の質に関る評価といえるものだが，要するに与えられた医療機能をどの程度発揮し
ているかを判定することである。」「病院では，損益基準面だけではなく，機能性の面も
優れている必要があり，優良病院とは，損益基準面，機能面，この2つのバランスが良
い病院を指すと考えられる。」とある。
19）この調査は平成25年7月に発刊された。その目的は「平成15年度から平成20年度まで
に実施された『医療機関の部門別収支に関する調査研究』により確立・検証された診療
科部門別収支計算手法，及び平成21年度調査において提示された調査の簡素化の方法に
基づいた『一般原価調査』『特殊原価調査』を行い，医療機関における医業経営の実態
等を診療科別に把握し，社会保険診療報酬に関する基礎資料を整備することを目的とす
る。」とある。集計された病院は216病院で，そのうち医療法人は71件である。
20）DPC/PDPS をきっかけとして，原価計算が導入された病院が多くなっており，「部門
別原価計算を導入している病院の約7割がDPC/PDPS 導入前後に部門別原価計算を始
めている。」一方で，同じ荒井他［2013］の質問票調査によれば，「事業計画を策定して
いる病院は9割を超える」ものの，「部門別に収益予算管理を行っているのはわずかに
2割強，部門別の費用予算管理に至ってはおよそ13％の病院のみ」でしか実施されてい
ない（荒井他［2013年］77‐89頁）。
21）厚生労働省では，職場環境の改善が「医療の質の向上」に役立つとの考えから，医療
分野の「雇用の質」向上プロジェクトチームが発足し，その報告書が平成25年2月に発
表されている。それによると「医療分野の勤務環境の改善により，医療に携わる人材の
定着・育成を図ることが必要不可欠である。特に，長時間労働や当直，夜勤・交代制勤
務など厳しい勤務環境にある医師や看護職員等が健康で安心して働くことができる環境
整備が喫緊の課題」であり，その「良質な人材の確保と定着が離職率の低減をもたらし，
臨床成績，医療安全につながる」とされている。
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